
（別添）

財政状況等一覧表（17年度）

団体名 紀宝町

１ 一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金
備考

一般会計（紀宝町） 2,127 1,939 188 183 6,050 29

一般会計（旧紀宝町） 2,712 2,125 586 586 3,476 7
基金から
358,843千円繰入

一般会計（旧鵜殿村） 1,931 1,630 301 301 2,425 -
基金から
524,192千円繰入

紀宝町立診療所事業特別会計 112 102 10 10 - 10
基金から
4 400千円繰入

紀宝町鵜殿村中学校組合会計 81 67 14 14 63 -

普通会計 5,925 5,727 198 193 6,050 36
基金から
883 035千円繰入

（注）１．「一般会計（旧紀宝町）」、「一般会計（旧鵜殿村）」、「紀宝町鵜殿村中学校組合会計」のデータは合併時
（平成１８年１月１０日）まで、「一般会計（紀宝町）」のデータは合併時からのデータです。

２．「普通会計」の欄は地方財政状況調査の報告数値です。表内会計間相互の繰り出し、繰り入れし重複する部分に
ついて差し引いていますので合計とは一致しません。

２ １以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金
備考

国民健康保険特別会計（旧紀宝町）
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支） 基金から

 564  564 - - - 81 45,407千円繰入

国民健康保険特別会計（旧鵜殿村）
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支） 基金から

 350  321 29 29 - 51 2,722千円繰入

国民健康保険特別会計（紀宝町） （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 470  373 96 96 - 10

老人保健特別会計（旧紀宝町） （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 601  574 27 27 - 64

老人保健特別会計（旧鵜殿村） （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 301  265 35 35 - 19

老人保健特別会計（紀宝町） （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 390  355 35 35 - 8

井内地域開発事業特別会計 （歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 18  10 7 7 - -

水道事業特別会計 （総収益） （総費用） (純損益） (不良債務） 法適用企業
 261  289 △28 △28 2,458 32

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業です。

２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記しています。

３．旧紀宝町、旧鵜殿村についてのデータは合併時まで、紀宝町についてのデータは合併時からのデータです。

３ 関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円 ， ％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

備考

紀南社会福祉施設組合 145 137 9 9 - 37.5

三重県市町村職員退職手当組合 6,618 5,976 642 642 - 3.8

（うち一般会計） 6,485 5,843 642 642 - -

（うち特別会計） 133 133 - - - -

南牟婁郡清掃施設組合 511 478 33 33 1,943 52.0

三重県自治会館組合 194 156 38 38 - -

三重県地方税管理回収機構 211 162 49 49 - 1.2

紀南特別養護老人ホーム組合 378 352 26 26 52 -

紀南病院組合 （総収益） （総費用） (純損益） (不良債務） 法適用企業4,384 4,696 △312 - 4,414 26.3

紀南環境衛生施設事務組合 259 250 9 9 - 22.5

東紀州農業共済事務組合 （総収益） （総費用） (純損益） (不良債務） 法適用企業233 228 4 - - 19.4

紀南介護保険広域連合 4,646 4,520 126 126 - -

（うち一般会計） 675 673 2 2 - -

（うち特別会計） 3,970 3,847 124 124 4,414 -

４ 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備考

該当なし

５ 財政指数

財政力指数 0.362 実質収支比率 6.1

実質公債費比率 13.9 経常収支比率 99.4

（注） 実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均です。


